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１．戦略指標・目標値の設定 
（１）設定の考え方 
  ○客観的データの収集可能性や戦略目標に対応し、戦略の推進が指標の向上に明らかに寄与する指標を下図の通り設定した。 

注 １） 都市圏における自転車道、自転車専用通行帯、自転車専用道路、自転車歩行者道等の自転車走行可能区間延長

【戦略目標】 【戦略指標と目標水準】

・自動車交通における広域拠点や地域拠点へのアクセス時間、拠点間のアクセス時間
の短縮による拠点間等の連携強化をねらいとした。

・鉄道やバスによる公共交通サービスを維持し、利便性の高い移動環境の確保をねら
いとした。

拠点との連携

（所要時間）

拠点から15分圏

カバー面積率

公共交通による

ｶﾊﾞｰ圏人口の維持

DID内公共交通カバー

面積率（運行本数考慮）

・交通結節点（広域拠点）における使用者の増加にむけた、公共交通の利便性向上を
ねらいとした。

主要観光拠点への

アクセス時間の短縮

公共交通の

利便性の向上

箱根湯本駅までの

30分圏カバー面積率

交通結節点発着

鉄道・バス利用者数

視点

自動車分担率

環境に優しい

交通環境の実現

・渋滞の緩和や交通手段の転換等による自動車利用の抑制など、地球温暖化への対
応や都市の低炭素化の推進をねらいとした。

自転車通行可能

区間密度の向上

・自転車交通における移動環境の向上と安全・安心な走行空間の確保をねらいとした。自転車走行可能

区間延長 注１）

・県西部都市圏の中心市街地である小田原駅周辺における移動の円滑性向上や安全・
安心な歩行環境の創出による歩いて暮らせるまちづくりの推進をねらいとした。

安全・安心な

移動空間の確保

中心市街地の

放置自転車撤去台数

赤字は交通マスタープランからの
新規設定・一部変更指標

・ボトルネックとなっている渋滞交差点などの解消による、効果的で効率的な事業推進
をねらいとした。

主要道路の

混雑解消

ボトルネック

（交差点等）箇所数

・災害時に備え、緊急交通路線・緊急輸送道路に指定されている路線の整備やバイパ
ス整備の推進によるリダンダンシーの確保をねらいとした。

防災性の高い
道路環境整備

緊急交通路線・緊急輸送
道路等の整備延長

・県西部都市圏の中心市街地である小田原駅周辺における移動環境の向上による、歩
いて暮らせるまちづくり推進をねらいとした。

広域拠点の

交流の促進

中心市街地の

自転車・歩行者交通量

・県西部都市圏の中心市街地である小田原駅周辺における交通利便性の高い居住環
境の確保による定住促進をねらいとした。

交通利便性の高い

居住環境の確保

中心市街地の

居住人口

観光拠点での公共

交通利便性の向上

箱根町・湯河原町での

観光目的公共交通利用率

指標設定理由

【主な想定効果と指標例】

効果 指標例

速
達
性

時間

短縮

・総走行時間短縮
・ﾄﾘｯﾌﾟ当たり平均所要時間短縮
・拠点ｱｸｾｽ時間短縮
・平均旅行速度の向上 等

定
時
性

道路混雑
解消

・面混雑度の低減
・主要断面混雑度の低減
・ボトルネック箇所の解消
・渋滞損失時間の削減 等

利
便
性

利用機会

向上

・鉄道駅・バス停密度の向上
・鉄道駅・バス停アクセス圏の拡大
・移動制約者数の低減 等

モビリティ

向上

・自転車通行可能区間密度の向上
・放置自転車台数の減少
・ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等利用者数の増加 等

公共交通

ｻｰﾋﾞｽ
水準向上

・公共交通運行回数の維持
・公共交通利用者数の増加
・公共交通利用率の向上 等

快
適
性

交通環境
改善

・道路幅員の拡幅
・緑化済道路延長の増加
・自転車・歩行者交通量の増加 等

居住環境

改善

・ＮＯｘ、ＳＰＭの削減
・騒音の低減
・居住人口の増加 等

都市の

低炭素化

・自動車分担率の維持・低下
・二酸化炭素排出量の削減
・ＥＶ車の普及率 等

安
全
性交通安全

性向上

・歩道等設置延長の増加・密度向上
・十分な幅員の歩道設置延長の増加
・交通事故の減少量 等

防災性

向上
・道路幅員の拡幅
・代替路線の確保状況 等

戦略目標１
拠点間等の

連携を支える
交通軸（ネット
ワーク）の形成

戦略目標２
広域拠点及び
地域拠点の
機能強化に

よる交流・活力
の促進

戦略目標４
選択性の高い
環境に優しい

交通体系
の構築

戦略目標３
観光拠点内の
移動環境の
向上による

交流・活力の
促進

戦略指標

観光拠点での

回遊性向上

小田原市・箱根町での

ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等の利用台数

・都市圏内の主要観光拠点である箱根への自動車によるアクセス向上をねらいとした。

・観光拠点での公共交通の利便性向上による公共交通の利用促進をねらいとした。

・観光拠点内での回遊性向上にむけたレンタサイクルやコミュニティサイクル、及びパー
クアンドサイクルの利用促進をねらいとした。

鉄道・バス分担率

ＥＶの普及率

排出量削減に向けて施策効果を確認する主な指標

二酸化炭素排出量
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（２）戦略施策事業と戦略指標との関係 
期間

戦略目標４

拠
点
か
ら
1
5
分
圏

カ
バ
ー

面
積
率

ボ
ト
ル
ネ

ッ
ク

（
交
差
点
等

）
箇
所
数

Ｄ
Ｉ
Ｄ
内
公
共
交
通
カ
バ
ー

面
積
率

自
転
車
通
行
可
能
区
間
延
長

緊
急
交
通
路
線
・
緊
急
輸
送

道
路
等
の
整
備
延
長

中
心
市
街
地
の
自
転
車
・

歩
行
者
交
通
量

中
心
市
街
地
の
居
住
人
口

交
通
結
節
点
発
着
鉄
道
・

バ
ス
利
用
者
数

中
心
市
街
地
の

放
置
自
転
車
撤
去
台
数

箱
根
湯
本
駅
ま
で
の
3
0
分

圏
カ
バ
ー

面
積
率

箱
根
町
・
湯
河
原
町
で
の

観
光
目
的
公
共
交
通
利
用
率

小
田
原
市
・
箱
根
町
で
の

レ
ン
タ
サ
イ
ク
ル
等

利
用
台
数

二
酸
化
炭
素
排
出
量

短期

H27

～

H31

中期

H32

～

H36

1 (都)小田原大井線（4車線化） ● ● ● ● ● ●

2 県道731号（矢倉沢仙石原）〔南足柄市と箱根町を連絡する道路〕 ● ● ●

3 (都)穴部国府津線　(都)　小田原山北線（清水新田～府川～蓮正寺区間） ● ● ● ● ●

4 (都)小田原中井線 ● ● ● ●

5 （仮称）山北スマートＩＣ ● ● ●

6 新東名高速道路 ● ● ● ●

7 (都)金子開成和田河原線（大井町区間） ● ● ●

8 (都)和田河原開成大井線（南足柄市、開成町区間） ● ●

9 県道77号（平塚松田）［比奈窪バイパス］ ● ● ● ●

10 秦野・中井インター・平塚アクセス道路（仮称：湘南丘陵幹線） ●

11 （仮称）酒匂右岸幹線 ●

12 県道708号（秦野大井)（篠窪バイパス） ● ● ●

13 （仮称）酒匂川左岸道路 ●

14 西湘バイパス延伸（石橋～根府川区間） ● ●

15 ボトルネック交差点の解消 ● ●

16 (都)城山多古線　(都)小田原山北線（久野～多古～穴部区間） ● ● ● ● ● ●

17 (都)栄町小八幡線 ● ●

18 (都)千津島・苅野線 ● ●

19 (都)山王川東側線 ● ●

20 (都)小田原駅西口東町線 ● ●

21 （都）城山線 ● ●

交通環境整備における選択と集中の促進 22 都市計画道路の見直し

23 路線バスの改善（橘地区） ● ●

24 路線バスの改善（小田原市全域） ● ●

25 路線バスの改善（真鶴町） ● ●

26 オンデマンドバスの広域運行（交通結節点への接続） ● ●

27 東名山北バス停へのバスアクセス強化 ●

28 駅前広場のレイアウト等の見直し（小田原駅） ● ●

29 国府津駅周辺整備事業 ● ●

30 新松田駅周辺整備事業 ● ●

31 開成駅周辺再整備事業 ● ●

32 真鶴駅前渋滞対策事業 ● ●

33 バス待ち環境の改善（銀座通り周辺） ● ● ● ●

34 バス待ち環境の改善（２市８町） ● ● ●

鉄道・バス間における連携の強化 35 公共交通の乗継ダイヤの改善 ● ● ●

36 酒匂川サイクリングロード整備事業 ● ● ●

37 駅周辺自転車ネットワーク計画策定 ● ● ● ● ●

38 自転車走行空間の整備 ● ● ● ● ●

戦略指標

No. 戦略施策事業

広域的な交流を促進する交通環境整備

地域内の交流を促進する交通環境整備

戦略施策の
具体の方向性

戦略目標１ 戦略目標２

戦略施策１－１
幹線道路網による交通軸の形成

バス停留所の利便性向上

駅及び駅周辺の交通結節点の機能強化

路線バス等の改善による広域交通軸の形成

戦略目標３

拠
点
間
等
の
連
携
を
支
え
る
交
通
軸

（
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク

）
の
形
成

戦略施策１－２
公共交通による交通軸の形成

戦略施策

戦略施策１－４
骨格となる自転車ネットワークの形成

骨格となる自転車ネットワークの形成

将
来
都
市
像

戦
略
目
標

拠
点
内
・
拠
点
間
の
連
携
を
支
え

、
過
度
に
自
動
車
に
依
存
し
な
い
交
通
体
系
の
実
現

戦略施策１－３
交通結節点の機能強化

目標１

【凡例】
…検討
…事業

西口
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期間

拠
点
か
ら
1
5
分
圏

カ
バ
ー

面
積
率

ボ
ト
ル
ネ

ッ
ク

（
交
差
点
等

）
箇
所
数

Ｄ
Ｉ
Ｄ
内
公
共
交
通
カ
バ
ー

面
積
率

自
転
車
通
行
可
能
区
間
延
長

緊
急
交
通
路
線
・
緊
急
輸
送

道
路
等
の
整
備
延
長

中
心
市
街
地
の
自
転
車
・

歩
行
者
交
通
量

中
心
市
街
地
の
居
住
人
口

交
通
結
節
点
発
着
鉄
道
・

バ
ス
利
用
者
数

中
心
市
街
地
の

放
置
自
転
車
撤
去
台
数

箱
根
湯
本
駅
ま
で
の
3
0
分

圏
カ
バ
ー

面
積
率

箱
根
町
・
湯
河
原
町
で
の

観
光
目
的
公
共
交
通
利
用
率

小
田
原
市
・
箱
根
町
で
の

レ
ン
タ
サ
イ
ク
ル
等

利
用
台
数

二
酸
化
炭
素
排
出
量

短期

H27

～

H31

中期

H32

～

H36

39 バリアフリー基本構想（新法）策定 ● ● ● ●

40 鉄道駅舎のバリアフリー化の推進 ● ●

41 小田原城周辺地区等歩行者ネットワーク計画策定 ● ● ● ●

42 市道2216（お城通り歩道整備事業） ● ● ● ● ●

43 市道0004 ● ● ● ● ●

44 市道2189（銀座通り南街区）電線地中化事業 ● ● ● ● ●

45 県道711号（小田原松田）歩道整備・電線地中化事業 ●

46 新松田駅周辺道路の歩道整備 ● ●

47 身近な道の安全歩行空間づくり事業（路側帯カラー舗装） ● ● ● ●

48 歩行者空間整備事業（路側帯カラー舗装） ● ●

49 駐車場整備計画策定 ● ● ● ●

50 駐車場整備計画に基づく駐車場誘導システムの整備 ● ● ●

51 自転車等の駐車対策に関する総合計画策定 ● ● ● ●

52 商業地域における駐輪場整備 ● ● ● ●

53 レンタサイクル・コミュニティサイクル事業 ● ● ● ● ●

54 駐輪場再整備計画（大雄山線各駅） ●

55 自転車等駐輪場整備事業 ● ● ● ● ●

29 ＜再掲＞国府津駅周辺整備事業 ● ●

30 ＜再掲＞新松田駅周辺整備事業 ● ●

31 ＜再掲＞開成駅周辺再整備事業 ● ●

56 小田原地下街再生事業 ● ● ●

57 小田原駅東口お城通り地区再開発事業 ● ● ●

58 芸術文化創造センター整備事業 ● ● ●

37 ＜再掲＞駅周辺自転車ネットワーク計画策定 ● ● ● ● ● ●

41 ＜再掲＞小田原城周辺地区等歩行者ネットワーク計画策定 ● ● ● ● ●

49 ＜再掲＞駐車場整備計画策定 ● ● ● ●

51 ＜再掲＞自転車等の駐輪対策に関する総合計画策定 ● ● ● ●

52 ＜再掲＞商業地域における駐輪場整備 ● ● ● ●

戦略目標３ 戦略目標４

戦略施策２-３
中心市街地等への都市機能集約

戦略施策事業

戦略指標

戦略目標１ 戦略目標２

将
来
都
市
像

戦
略
目
標

戦略施策 No.
戦略施策の

具体の方向性

バリアフリーに対応した歩行者空間の整備

広
域
拠
点
及
び
地
域
拠
点
の
機
能
強
化
に
よ
る
交
流
・
活
力
の
促
進

戦略施策２－１
バリアフリーに対応した歩行者空間の整
備

拠
点
内
・
拠
点
間
の
連
携
を
支
え

、

過
度
に
自
動
車
に
依
存
し
な
い
交
通
体
系
の
実
現

中心市街地への自動車流入抑制のための土地
利用規制

戦略施策２－２
計画的な駐車場・駐輪場整備、既存駐車
場・駐輪場の有効活用

公共交通沿線区域への居住誘導施策及び公共
施設等の都市機能集約

中心市街地への公共施設等の都市機能集約

計画的な駐車場整備や既存駐車場の
有効活用

計画的な駐輪場整備や既存駐輪場の
有効活用

目標２

東口

【凡例】
…検討
…事業

西口
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期間

拠
点
か
ら
1
5
分
圏

カ
バ
ー

面
積
率

ボ
ト
ル
ネ

ッ
ク

（
交
差
点
等

）
箇
所
数

Ｄ
Ｉ
Ｄ
内
公
共
交
通
カ
バ
ー

面
積
率

自
転
車
通
行
可
能
区
間
延
長

緊
急
交
通
路
線
・
緊
急
輸
送

道
路
等
の
整
備
延
長

中
心
市
街
地
の
自
転
車
・

歩
行
者
交
通
量

中
心
市
街
地
の
居
住
人
口

交
通
結
節
点
発
着
鉄
道
・

バ
ス
利
用
者
数

中
心
市
街
地
の

放
置
自
転
車
撤
去
台
数

箱
根
湯
本
駅
ま
で
の
3
0
分

圏
カ
バ
ー

面
積
率

箱
根
町
・
湯
河
原
町
で
の

観
光
目
的
公
共
交
通
利
用
率

小
田
原
市
・
箱
根
町
で
の

レ
ン
タ
サ
イ
ク
ル
等

利
用
台
数

二
酸
化
炭
素
排
出
量

短期

H27

～

H31

中期

H32

～

H36

観光と連携した道路整備 2 ＜再掲＞県道731号（矢倉沢仙石原）〔南足柄市と箱根町を連絡する道路〕 ● ● ● ●

5 ＜再掲＞（仮称）山北スマートＩＣ ● ● ●

14 ＜再掲＞西湘バイパス延伸（石橋～根府川区間） ● ●

18 ＜再掲＞(都)千津島・苅野線 ● ● ●

59 公共交通と観光振興（旅行パックや周遊券等）の連携強化 ● ● ● ●

53 ＜再掲＞レンタサイクル・コミュニティサイクル事業 ● ● ● ● ●

60 パークアンドライド導入 ● ● ●

61 パークアンドサイクルの実施（芦ノ湖周辺～仙石原） ● ●

交通案内の充実 62 総合的な案内・情報の充実 ●

63 地下街の案内カウンター設置による情報提供の改善 ● ● ● ● ● ●

64 新規循環バス路線の導入 ● ● ●

65 災害拠点病院等にアクセスする新規バス路線の導入 ● ● ●

66 公共交通の不便な地域への新たな交通サービスの導入 ● ● ●

67 オンデマンドバスの実証運行 ● ● ●

68 高齢者等の移動制約者のための新たな交通施策の導入 ● ●

69 高齢者等福祉タクシーの運行 ● ●

公共交通サービスの充実 70 ノンステップバス・ユニバーサルデザインタクシーの導入推進 ● ●

71 公共交通の乗り継ぎ運賃割引導入 ● ●

72 路線バスの走行環境の向上 ● ●

交通需要マネジメントの導入 73 サイクルアンドバスライドの推進 ● ●

60 ＜再掲＞パークアンドライド導入 ● ● ●

61 ＜再掲＞パークアンドサイクルの実施（芦ノ湖周辺～仙石原） ● ●

74 バスマップの作成・配布 ● ●

75 インターネット活用等による情報提供の充実 ● ●

76 バスの乗り方教室（小学校等） ● ●

77 行政・企業・学校におけるモビリティマネジメントの導入 ● ●

78 商業施設・公共施設と連携した特典サービスの導入 ● ●

79 主要施設・観光地等の電気自動車用充電施設の整備促進 ●

80 超小型モビリティの導入 ● ●

戦略施策３－２
観光と連携した鉄道・バス交通の利活用、
交通案内の充実

戦略施策３－１
観光と連携した道路網の形成

観光における公共交通や自転車の利活用促進

No.

モビリティマネジメントの導入推進

地域内移動を支援する公共交通の導入

戦略施策４－３
環境に優しい自動車の普及促進

環境に優しい自動車の普及促進

戦略施策４－２
交通需要マネジメント・モビリティマネジメ
ントの導入推進

戦略施策４－１
高齢者等の移動制約者に対応した公共交
通サービスの改善・向上

高齢者等移動制約者のための新たな交通サー
ビスの導入推進

将
来
都
市
像

戦
略
目
標

戦略施策

拠
点
内
・
拠
点
間
の
連
携
を
支
え

、
過
度
に
自
動
車
に
依
存
し
な
い
交
通
体
系
の
実
現

選
択
性
の
高
い
環
境
に
優
し
い

交
通
体
系
の
構
築

観
光
拠
点
内
の

移
動
環
境
の
向
上
に
よ
る

交
流
・
活
力
の
促
進

戦略施策の
具体の方向性

戦略指標

戦略目標１ 戦略目標２ 戦略目標３ 戦略目標４

戦略施策事業

目標４

目標３

【凡例】
…検討
…事業
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（３）戦略指標と目標水準（案） 
 ※各指標の評価は、短期（平成３１年）・中期（平成３６年）が終了後に実施する。 
 

 

将来
都市像 【戦略目標】 【戦略指標と戦略目標水準】

拠点との連携

（所要時間）

公共交通による

ｶﾊﾞｰ圏人口維持

23％ 30％20.0％

18％ 25％

約10.2万人/日 約10.3万人/日

16％

約10.0万人/日

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

92％ 92％92％

現況比15％減 現況比25％減
1,698

t-CO2/日

注 １） 都市圏における自転車道、自転車専用通行帯、自転車専用道路、自転車歩行者道等の自転車走行可能区間延長
２） 小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）と整合 させた目標水準
３） 現況値は箱根町のみの数値（H22観光客実態調査報告書（箱根町））
４） 現況値は芦ノ湖岸でのパーク＆サイクル利用台数（H23.4～11月）
５） 二酸化炭素排出量は自動車による一般道走行の排出量（単体対策効果含む）

自転車通行可能

区間密度の向上
93㎞

（小田原市）
125㎞

（小田原市）
84㎞

（小田原市）

約560台 約420台925台

主要道路の

混雑解消
5区間、7箇所 3区間、6箇所5区間、9箇所

防災性の高い

道路環境整備
357㎞ 394㎞354㎞

71,000台・人 76,000台・人62,000台・人

約11,200人 約11,600人約10,800人

30％ 35％28％ 注３）

戦略目標１
拠点間等の

連携を支える
交通軸（ネット
ワーク）の形成

戦略目標２
広域拠点及び
地域拠点の
機能強化に

よる交流・活力
の促進

戦略目標４
選択性の高い
環境に優しい

交通体系
の構築

拠点から15分圏

カバー面積率

DID内公共交通カバー

面積率（運行本数考慮）

自転車走行可能

区間延長 注１）

ボトルネック

（交差点等）箇所数

緊急交通路線・緊急輸送
道路等の整備延長

公共交通の

利便性の向上

交通結節点発着

鉄道・バス利用者数

安全・安心な

移動空間の確保
中心市街地の

放置自転車撤去台数

広域拠点の

交流の促進

中心市街地の

自転車・歩行者交通量

交通利便性の高い

居住環境の確保

中心市街地の

居住人口注２）

主要観光拠点への

アクセス時間の短縮

箱根湯本駅までの

30分圏カバー面積率

観光拠点での公共

交通利便性の向上

箱根町・湯河原町での

観光目的公共交通利用率

観光拠点での

回遊性向上

小田原市・箱根町での

ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等の利用台数

拠
点
内
・
拠
点
間
の
連
携
を
支
え
、
自
動
車
に
過
度
に
依
存
し
な
い
交
通
体
系
の
実
現

戦略目標３
観光拠点内の
移動環境の
向上による

交流・活力の
促進 5,000台 6,000台4,180台 注４）

環境に優しい

交通環境の実現
二酸化炭素排出量注5）

赤字は交通マスタープランからの
新規設定・一部変更指標

自動車分担率

鉄道・バス分担率

ＥＶの普及率

排出量削減に向けて施策効果を確認する主な指標
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２．各指標の設定根拠等 
（１）交通量推計に関する指標の推計について 
  ○短期（平成３１年）、中期（平成３６年）の自動車交通量を、平成２０年東京

都市圏パーソントリップ調査における現況（平成２０年）と将来（平成４２年）
から人口推移に応じた中間年次推計を行い、ＯＤ交通量を算定。 

  ○これに基づき、戦略施策に位置づけのある各路線の整備について各期で行った
場合の交通量を推計。 

 
   ＜短期（５年：平成３１年）で追加した路線＞ 
    ・No. 1（都）小田原大井線（4車線化） ：暫定２車区間 →４車線化 
    ・No. 9 県道 77 号（平塚松田）比奈窪バイパス 
    ・No.12 県道 708 号（秦野大井）篠窪バイパス 

 ・No.17（都）栄町小八幡線 
    ・No.18（都）千津島・苅野線 

 
（※戦略施策以外だが供用予定時期を踏まえ設定した路線） 

    ・小田原箱根道路 山崎ＩＣ 
    ・（都）金子開成和田河原線 ：２号橋区間のみ  

※戦略施策「No. 7（都）金子開成和田河原線」とは異なる区間 
 
   ＜中期（１０年：平成３６年）で追加した路線＞ 
    ・No. 2 県道 731 号（矢倉沢仙石原）〔南足柄市と箱根町を連絡する道路〕 

 ・No. 3（都）穴部国府津線 小田原山北線 ：Ⅵ期のみ 
    ・No. 4（都）小田原中井線     ：Ⅰ期区間のみ 
    ・No. 5（仮称）山北スマートＩＣ 
    ・No. 6 新東名高速道路 
    ・No. 7（都）金子開成和田河原線（大井町区間） 

 ・No.16（都）城山多古線・（都）小田原山北線 
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（２）各指標の設定根拠、計測理由等 
 

■戦略目標１：拠点間等の連携を支える交通軸（ネットワーク）の形成 
 
 ①拠点との連携強化（所要時間） 
戦略指標 拠点から１５分圏カバー面積率 

ねらい ○自動車交通における広域拠点や地域拠点へのアクセス時間、拠点間アクセス

時間の短縮をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○現況では、都市圏の北部地域は大雄山駅周辺や開成駅周辺、松田駅・新松田

駅周辺、大井町役場周辺等、比較的拠点が近接しているため、可住地の多く

をカバーしている。一方で、広域拠点である小田原駅と地域拠点との区間距

離が長いため、小田原市の北部（飯泉・中里・穴部方面等）や東部（高田・

前川・国府津方面等）については、道路混雑の影響により、広域拠点から地

域拠点まで 15 分以上かかる地域が広がっている。 

○広域拠点から地域拠点、また、地域拠点相互間のアクセス時間を短縮させ、

特に小田原市と南足柄市・足柄上郡方面との間で圏域拡大を図るため、戦略

施策を展開していき、拠点から概ね 15 分程度でアクセス可能となる圏域の

拡大を目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.1（都）小田原大井線 

→並行する国道 255 号等の南北道路の混雑緩和に寄与 

No.17（都）栄町小八幡線                  等 

【中期（１０年）】 

 ・No.６新東名高速道路→国道１号、国道 246 号の混雑緩和に寄与 

 ・No.18（都）千津島・苅野線                 等 

計測方法 ○東京都市圏パーソントリップ調査（１０年ごと）や道路交通センサス（５年

ごと）で公表されるＯＤ交通量を用いて、自動車の配分交通量を推計し、そ

の結果から得られるネットワーク上の各区間平均速度に基づき所要時間を算

定し、広域拠点及び地域拠点からの 15 分圏カバー面積を計測する。 

備考 ○本指標の水準向上に向けては、道路整備に限らず、ボトルネック（交差点等）

の解消を含めた対応が必要となる。 

○なお、本指標では道路所要時間の評価であるため、直接的には「自動車交通」

に関する評価となるが、拠点から 15 分圏のカバー面積については、道路を

利用する公共交通（バス交通）に対しても、間接的な効果が見込まれる。 

○また、東京都市圏パーソントリップ調査や道路交通センサスにおける、地域

間交通量については、平日のみの公表となっているため、平日のみの分析と

する。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○戦略施策として位置づけた道路事業を追加し、交通シミュレーションを実施した結果、拠点か

ら 15 分圏は次の通り試算され、中期においては、大きく拡大すると予測される。 

 
 

   

 

 

 

 

現況 短期 中期

面積（km2） 136.7 142.5 199.1
現況を
1とする比 1.00 1.04 1.46

都市圏全体
(635km2)
に対する比

21.5% 22.4% 31.4%

地域拠点
（15分圏）

 

■目標水準の設定 
 ○上記に示す交通シミュレーションによる戦略施策の道路事業効果の検討結果に基づき、本指

標については実現可能性が高いと考えられることから、下記の通り目標水準として設定する。 

＜圏域拡大に寄与する代表的な戦略施策＞ 
○短期（５年） 
 ・（都）小田原大井線    →並行する南北道路の混

雑緩和による拡大 

 ・（都）栄町小八幡線    →小田原市内の圏域拡大

○中期（10 年） 
 ・新東名高速道路 →広域的な流動を担う国道１号（箱

根新道）、国道 246 号の混雑緩

和による拡大 

 ・（都）千津島・苅野線   →南足柄市内の圏域拡大

拠点との連携
（所要時間）

23％ 30％20.0％

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

拠点から15分圏

カバー面積率
拠点との連携
（所要時間）

23％ 30％20.0％

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

拠点から15分圏

カバー面積率

1.00 1.04

1.46 1.50

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

現況
(H25)

短期
(H31)

中期
(H36)

（参考）将来
(H42)

カ
バ
ー
面
積
比
（
現
況
を
1と
し
た
場
合
）

地域拠点15分圏域の拡大
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 ②主要道路の混雑解消 
戦略指標 ボトルネック（交差点等）箇所数 

ねらい ○都市圏内でのボトルネックとなっている渋滞交差点や地点等を解消に寄与す

る、効果的で効率的な事業推進をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○首都圏渋滞ボトルネック対策協議会において、平成 24 年時点で都市圏内に

は５区間９地点の渋滞が著しい箇所があるとされている。特に、都市圏内の

拠点間を結ぶ幹線道路である国道 255 号をはじめ、県道 78 号（御殿場大

井線）等において、渋滞が著しい区間、交差点等がみられる。 

○ボトルネック（交差点等）周辺における戦略施策に位置づけた道路整備を推

進することで、渋滞の解消等を図る。 

○具体的には、短期・中期の各段階において以下の水準を目指す。 

 ・短期（5 年） ：4 区間、７箇所 

（※県道 78 号周辺の 1 区間、2 箇所の解消） 

 ・中期（10 年）：2 区間、5 箇所 

  （※国道 255 号、国道 246 号、国道 135 号の 2 区間、２箇所の解消）

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.１ （都）小田原大井線（４車線化） 

【中期（１０年）】 

・No.7 金子開成和田河原線 →県道 78 号（御殿場大井線）の混雑緩和 

 ・No.３（都）穴部国府津線（都）小田原山北線 

（清水新田～府川～蓮正寺区間） 

 ・No.16（都）城山多古線（都）小田原山北線（久野～多古～穴部区間） 

                  →国道 255 号の混雑緩和に寄与 

 ・No.６   新東名高速道路     →国道 246 号の混雑緩和に寄与 

 ・No.32  真鶴駅前渋滞対策事業  →国道 135 号の混雑緩和に寄与 

計測方法 ○毎年、更新される「首都圏渋滞ボトルネック対策協議会」において位置づけ

られたボトルネック交差点等を確認して計測する。 

備考 ○前回マスタープラン評価（平成 21 年）においては、計測方法として「道路

の走りやすさマップ（国土交通省横浜国道事務所：H18.9）」による主な渋

滞ポイントに基づき抽出されたが、「道路の走りやすさマップ」は前回評価時

点から更新されていない。 

○また、計測方法として「道路交通センサス」に基づく混雑度の評価も想定さ

れるが、平成 22 年の調査から計測箇所が過年度と比較して減少しており、

ボトルネック交差点全体を評価することが困難であるため、前述の計測方法

を採用した。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○都市圏内のボトルネック（交差点等）と戦略施策における道路事業は次のように対応する。 

 

 

図 都市圏内のボトルネック（交差点等）箇所と戦略施策展開による解消 
注）首都圏渋滞ボトルネック対策協議会の平成 24 年度主要渋滞箇所 

 

■区間
区間名 箇所名 想定される代表的な戦略事業 期待される効果・課題

根岸

大井松田インター前

②
栢山停車場塚原線
　（仮称）栢山駅前

（仮称）栢山駅前 （都）金子開成和田河原線の整備
東西方向の道路整備により、混雑解消が期待。
【戦略による解消：中期】

飯泉入口
飯泉
成田南
飯泉入口
（仮称）扇町五丁目
三枚橋
（仮称）箱根湯本駅

■単独箇所
想定される代表的な戦略事業 期待される効果・課題

A 新東名高速道路の整備
新東名高速道路の整備による国道２４６号からの交通量
の減少効果が期待。【戦略による解消：中期】

B （都）金子開成和田河原線の整備
東西方向の道路整備により、混雑解消が期待。
【戦略による解消：中期】

C （都）金子開成和田河原線の整備
東西方向の道路整備により、混雑解消が期待。
【戦略による解消：中期】

D －
酒匂川右岸における幹線道路整備により、将来的に混
雑解消が期待。

E －
小田原市内の東西方向都市計画道路の整備により、将
来的に混雑解消が期待。

F －
小田原市内の東西方向都市計画道路の整備により、将
来的に混雑解消が期待。

G －
西湘バイパスの延伸等により、将来的に混雑解消が期
待。

H 真鶴駅前渋滞対策事業
真鶴駅前における渋滞対策の実施により、混雑解消が
期待。【戦略による解消：中期】

I －
西湘バイパスの延伸等により、将来的に混雑解消が期
待。

足柄大橋東

吉田島

－
箱根湯本駅周辺については、まちづくりと連動した駐車
対策による対応が課題。

（仮称）紀伊宮下バス停

（仮称）真鶴駅前

吉浜橋

沼田

親木橋

山王橋

箇所名

新松田駅入口

－
（都）小田原大井線の４車線化や戦略以降の道路整備
（例：金子開成和田河原線の二号橋以東区間等）により
解消が期待。

（都）小田原大井線の４車線化
南北方向の道路拡幅により、混雑解消が期待。
【戦略による解消：短期】

（都）城山多古線、（都）小田原山北
線の整備

小田原市中心部方面への道路整備により、混雑解消が
期待。【戦略による解消：中期】

⑤
一般国道１号
　三枚橋

①

③
一般国道255号
　成田南～飯泉

一般国道255号
　大井松田インター前～根岸

怒田開成小田原線
　飯泉入口～（仮）扇町五丁目

④

 
■目標水準の設定 
 ○上記に示すボトルネック（交差点等）と戦略施策の道路事業との関係から、本指標について

は実現可能性が高いと考えられることから、下記の通り目標水準として設定する。 

 

■区間
区間名 箇所名

根岸
大井松田インター前

②
栢山停車場塚原線
　（仮称）栢山駅前

（仮称）栢山駅前

飯泉入口
飯泉
成田南
飯泉入口
（仮称）扇町五丁目
三枚橋
（仮称）箱根湯本駅

⑤
一般国道１号
　三枚橋

①

③
一般国道255号
　成田南～飯泉

一般国道255号
　大井松田インター前～根岸

怒田開成小田原線
　飯泉入口～（仮）扇町五丁目

④

■単独箇所
箇所名

A 新松田駅入口
B 足柄大橋東
C 吉田島
D 沼田
E 親木橋
F 山王橋
G （仮称）紀伊宮下バス停
H （仮称）真鶴駅前
I 吉浜橋

（都）金子開成和田河原線整備によ
り周辺混雑箇所の改善が期待 

（都）小田原大井線の４車線化に
より周辺混雑箇所の改善が期待 

（都）城山多古線、(都)小田原山北線の
整備により周辺混雑箇所の改善が期待 

新東名高速道路の整備による国道
246 号の混雑緩和が期待 

真鶴駅前渋滞対策事業の実施により国
道 135 号真鶴駅前の混雑緩和が期待 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

主要道路の
渋滞の解消

5区間、7箇所 3区間、6箇所5区間、9箇所ボトルネック
（交差点等）箇所数
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 ③公共交通によるカバー圏人口の維持 
戦略指標 DID 内公共交通カバー面積率（運行本数考慮） 

ねらい ○鉄道やバスによるサービスを維持し、利便性の高い移動環境を確保すること

をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○DID 内を対象に一日 50 本以上運行しているバス路線の運行区間は、前回マ

スタープラン策定時から変化がないため、カバー圏人口比率もＤＩＤ内で９

２％と維持されている状況となっている。 

○今後は、DID 内１日 50 本以上運行のバス路線の維持のみならず、バス路線

がなく公共交通が利用できない地域や、今後の人口減少に伴う公共交通需要

の減少により、現状のバス路線を維持するのが困難な地域も想定される。  

そのような地域においては、住民・交通事業者・行政が協働し、コミュニテ

ィバスや乗合タクシー等の導入を検討するとともに、さらに、高齢化ととも

に増大する移動制約者のためのタクシー等を活用した輸送サービスの導入検

討が考えられる。 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.23 路線バスの改善（橘地区） 

 ・No.25 路線バスの改善（真鶴町） 

 ・No.26 オンデマンドバスの広域運行（交通結節点への接続） 

 ・No.65 災害拠点病院にアクセスする新規バス路線の導入 

 ・No.66 公共交通の不便な地域への新たな交通サービスの導入 

 ・No.67 オンデマンドバスの実証運行 

【中期（10 年）】 

 ・No.24 路線バスの改善（小田原市全域） 

 ・No.27 東名山北バス停へのバスアクセス強化 

 ・No.64 新規循環バス路線の導入 

 ・No.80 超小型モビリティの導入 

計測方法 ○都市計画基礎調査等により、ＤＩＤ内人口密度、駅・バス停位置を把握。 

○また、バス時刻表によりバス本数を把握し、次の基準に基づきカバー圏を計

測する。 

【基準：鉄道駅から半径 1km 以内及び運行回数 50 本/日以上のバス停から半

径 300m 以内をカバー圏として設定】 
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■戦略目標水準の検討 
 ○公共交通のカバー圏の現状は次の通りとなっており、将来的にも 92％を維持できると考えら

れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■目標水準の設定 
 ○上記に示す現状と将来におけるカバー面積率の予測結果に基づき、本指標については実現可

能性が高いと考えられることから、下記の通り目標水準として設定する。 

 

 

■公共交通カバー圏
鉄道駅1km以内の範囲及び運行回数が
上下約50本/日以上のバス停から300m
以内の地域を設定

公共交通カバー圏

公共交通カバー内（H22DID地域）

公共交通カバー外（ H22DID地域）

バス路線（上下50本以上運行）

鉄道

■公共交通カバー圏
鉄道駅1km以内の範囲及び運行回数が
上下約50本/日以上のバス停から300m
以内の地域を設定

公共交通カバー圏

公共交通カバー内（H22DID地域）

公共交通カバー外（ H22DID地域）

バス路線（上下50本以上運行）

鉄道

小田原市
酒匂地区

開成町
吉田島地区

南足柄市
弘西寺・福泉
・雨坪地区

小田原市
中曽根
地区 小田原市

高田・別堀
地区

259
238

261
242

264
245

0

50

100

150

200

250

300

DID内人口 DID地域内公共交通カバー圏人口

前回MP策定時 H21評価 今回MP策定時

人
口
（千
人
）

（92%） （93%） （93%）

※（）内は DID 内人口に占める割合を示す 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

公共交通による
ｶﾊﾞｰ圏人口維持

92％ 92％92％DID内公共交通カバー

面積率（運行本数考慮）
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 ④自転車通行可能区間密度の向上 
戦略指標 自転車走行可能区間延長 

ねらい ○自転車交通における移動環境の向上と安全・安心な走行空間の確保をねらい

とした。 

現況及び目標
サービス水準 

○自転車の交通安全性、利便性向上、低炭素なまちづくりの実現の観点から、

安全で快適な自転車通行空間を創出していく。 

○現在、小田原市における自転車が通行可能な自転者歩行者道等の延長は約

80㎞であり、都市圏全体の自転車歩行者道等の延長約220㎞の全体のうち、

約 36％となっている。 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.1（都）小田原大井線（4 車線化） 

 ・No.8（都）和田河原開成大井線（南足柄市、開成町区間） 

 ・No.17（都）栄町小八幡線 

 ・No.18（都）千津島・苅野線 

・No.36 酒匂川サイクリングロード整備事業 

 ・No.37 駅周辺自転車ネットワーク計画策定 

 ・No.38 自転車走行空間の整備 

【中期（１０年）】 

 ・No.３（都）穴部国府津線（都）小田原山北線（清水新田～府川～蓮正寺）

 ・No.4（都）小田原中井線 

 ・No.7（都）金子開成和田河原線（大井町区間） 

 ・No.16（都）城山多古線（都）小田原山北線（久野～多古～穴部区間） 

・No.19（都）山王川東側線 

 ・No.20（都）小田原駅西口東町線 

計測方法 ○自転車道、自転車専用通行帯、自転車専用道路、自転車歩行者道等の自転車

走行可能区間延長を道路台帳等から計測する。 

備考 ○前回マスタープランにおける自転車に関する評価指標としては、「市街地内の

自転車通行可能区間の密度向上（道路整備によるゆとりある幅員（歩道幅員

３ｍ以上）の道路整備率向上）」を設定していたが、近年、自転車の車道通行

や自転車走行レーンの設置をはじめ、自転車と歩行者を分離させる自転車通

行環境整備を推進する動きが見られている。 

○また、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（平成 24 年、国土交

通省道路局／警察庁交通局）」においても、「自転車歩行車道の活用」につい

ては、自転車道や自転車専用通行帯等の整備が困難な場合の当面の対応とし

て位置づけられている。 

○自転車歩行者道のみで評価を行っていた前回マスタープラン当時から施策展

開方針が変化している状況を踏まえ、「小田原市自転車ネットワーク計画（策

定中）」の考え方に基づき指標を見直すこととした。 

※なお、現時点では、自転車ネットワーク計画を策定している小田原市のみを

評価対象として設定しているが、その他の市町においても同様な取り組みが

なされた場合には、対象区域の拡大について検討する。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○小田原市の「自転車ネットワーク計画」においては、自転車の走行空間確保の方針として、安

全性や快適性向上の観点から整備優先区間を次のように検討している。 

 
図 小田原市における自転車ネットワークの整備優先区間（案） 

注）「小田原市自転車ネットワーク計画（案）」より抜粋 
計

一般道 ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ 計① 現況延長A 重複延長B A-B　② ①＋②

現況延長 0 7,260 7,260 76,650 0 76,650 83,910

整備優先区間 22,480 8,330 30,810 76,650 14,200 62,450 93,260

ネットワーク路線 106,800 8,330 115,130 76,650 66,500 10,150 125,280

　注１）自転車歩行者道は延べ延長

　注２）整備優先区間と自転車ネットワーク路線は両側に整備した場合の延べ延長（道路延長は1/2)

延長（ｍ）
自転車走行空間整備 自転車歩行者道

 
 
■目標水準の設定 
 ○上記に示す自転車ネットワークの整備方針に基づき、本指標については実現可能性が高いと

考えられることから、下記の通り目標水準として設定する。 

 

注 １） 都市圏における自転車道、自転車専用通行帯、自転車専用道路、自転車歩行者道等の自転車走行可能区間延長

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

自転車通行可能
区間密度の向上

93㎞

（小田原市）

125㎞

（小田原市）

84㎞

（小田原市）
自転車走行可能

区間延長 注１）
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 ⑤防災性の高い道路環境整備 
戦略指標 緊急交通路線・緊急輸送道路等の整備延長 

ねらい ○災害時に備え、緊急交通路線・緊急輸送道路に指定されている路線の整備や
バイパス整備の推進によるリダンダンシーの確保をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○都市圏内で緊急交通路線、緊急輸送道路（第一次路線、第二次路線）に指定
された路線については、概ね整備済みの状況となっている。 

○（都）小田原大井線及び（都）穴部国府津線など一部区間で暫定供用区間の
路線や、県道 74 号小田原山北線、県道 711 号中井羽根尾線など、現道に
並行して都市計画道路の整備が予定している路線もあり、災害時に備えた道
路網の構築に向けて、計画路線の整備を進めていくことで、緊急交通路線、
緊急輸送道路としての指定が想定される。 

○よって、都市圏内において緊急輸送道路や緊急交通路線指定想定路、及びそ
の周辺道路の整備を次の観点から推進する。 

 ① 未整備・暫定供用区間の整備 
 ② 幅員狭小区間等におけるバイパス路の整備 
 ③ 都市圏幹線道路ネットワーク全体のリダンダンシーの確保 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

① 未整備・暫定供用区間の整備 
【短期（５年）】 

 ・No.１（都）小田原大井線（４車線化）：約 2.0ｋｍ 
  →緊急輸送道路（第二次路線）県道 711 号（小田原松田）における暫定供用

区間の解消 
【中期（１０年）】 

 ・No.３（都）穴部国府津線、（都）小田原山北線：約 0.8 ㎞ 
  →緊急輸送道路（第二次路線）県道 717 号（沼田国府津）における暫定供用

区間の解消 
② 幅員狭小区間等におけるバイパス路の整備 

【短期（５年）】 
 ・No.9 県道 77 号（平塚松田）比奈窪バイパス：約 0.7 ㎞ 
  →緊急輸送道路（第一次路線）・緊急交通路線である県道 77 号（平塚松田）

における幅員狭小区間の解消 
・No.12 県道 708 号（秦野大井）篠窪バイパス：約 0.3 ㎞ 

  →緊急輸送道路（第二次路線）県道 707 号（秦野大井）における幅員狭小区
間の解消 

【中期（１０年）】 
 ・No.４（都）小田原中井線：約 0.8 ㎞ 
  →緊急輸送道路（第二次路線）県道 709 号（中井羽根尾）における幅員

狭小区間の解消 
 ・No.16（都）城山多古線、（都）小田原山北線：約 1.2 ㎞ 
  →緊急輸送道路（第一次路線）・緊急交通路線である県道 74 号（小田原山

北）における幅員狭小区間の解消 
 ・No.18（都）千津島・苅野線：約 2.2 ㎞ 
  →緊急輸送道路（第一次路線）・緊急交通路線である県道 78 号（御殿場大

井）における幅員狭小区間の解消 
③ 都市圏幹線道路ネットワーク全体のリダンダンシー確保 

【中期（１０年）】 
 ・No.2県道 731 号（矢倉沢仙石原）〔南足柄市と箱根町を連絡する道路〕：約 10.9 ㎞
 ・No.5 山北スマート IC、No.6 新東名高速道路：約 20.5 ㎞ 
 ・No.14 西湘バイパスの延伸：約 2.3 ㎞ 

計測方法 ○神奈川県が現在（平成 25 年度）指定している緊急輸送道路（第一次路線、
第二次路線）、及び緊急交通路線指定想定路や緊急輸送道路補完道路の延長に
上記の３つの視点で整備された区間延長を足し合わせた合計値を計測する。

備考 ○緊急輸送道路、緊急交通路線は、道路の整備状況に基づき指定が見直されて
おり、将来的な整備水準を目標にできないため、整備延長で評価する。 

○各市町においては、地域防災計画等において計測対象路線以外にも独自に指
定した緊急輸送道路補完道路が多数位置づけられている。これらの指定路線
が災害発生時において機能するためにも、広域的な路線の機能確保が重要で
あることから、計測対象として、設定している。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○神奈川県が指定した緊急輸送道路（第一次路線、第二次路線）、及び緊急交通路線指定想定路

の周辺では下図に示す路線については、戦略施策の道路事業に位置づけられており、これらの

路線を整備することで災害時に備えた道路網の構築が期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■目標水準の設定 
 ○上記に示す緊急輸送道路（第一次路線・第二次路線）、及び緊急交通路線指定想定路と戦略

施策における道路事業との関係から、本指標については実現可能性が高いと考えられるため、

下記の通り目標水準として設定する。 

 

注）記載した緊急輸送道路・緊急交通路線は、現段階
での指定路線であり、将来変更の可能性がある。 

　②第二次路線
路線 区間（県西部都市圏内）

県道72号（松田国府津） 根岸交差点から籠場交差点までの間
県道74号（小田原山北） 宮地交差点から岸入口交差点までの間
県道76号（山北藤野） 岸入口交差点から丹沢湖までの間
県道709号（中井羽根尾） 押切橋交差点から富士見橋交差点までの間
県道710号（神縄神山） 寄入口交差点から寄までの間

県道711号（小田原松田）
富士見大橋東側交差点から足利大橋東交差点までの間
松田入口交差点から新松田駅入口交差点までの間

県道714号（栢山停車場曽我） 栢山入口交差点から鬼柳入口交差点までの間
県道717号（沼田国府津） 第一森戸橋西側交差点から飯田岡入口交差点までの間

県道719号（鴨ノ宮停車場） 連歌橋交差点から篭場交差点までの間

県道720号（怒田開成小田原）
篭場交差点から飯泉入口交差点までの間
扇町五丁目交差点から飯田岡入口交差点までの間

県道726号（矢倉沢山北） 矢倉沢交差点から樋口橋交差点までの間
県道740号（小田原湯河原） 小田原市根府川から湯河原町吉浜までの間
小田原市道 ビジネス高校前交差点から小田原大橋交番前交差点までの間

■緊急輸送道路指定路線（神奈川県）
　①第一次路線

路線 区間（県西部都市圏内）
東名高速道路 秦野市境から静岡県境までの間
国道１号
（西湘バイパス、箱根新道を含む）

二宮町境から静岡県境までの間

国道135号 早川口交差点から静岡県境までの間
国道138号 乙女峠から宮の下交差点までの間
国道246号 秦野市境から静岡県境までの間
国道255号 新籠場交差点から小田原市民会館前交差点までの間
国道271号小田原厚木道路 二宮ＩＣから風祭ＩＣまでの間
県道71号（秦野二宮） 秦野市境から二宮町境までの間
県道72号（松田国府津） 金田交番前から親木橋交差点までの間
県道73号（小田原停車場） 箱根口交差点から城山中学校入口交差点までの間
県道74号（小田原山北） 城山中学校入口交差点から宮地交差点までの間
県道75号（湯河原箱根仙石原） 千歳橋交差点から仙石原交差点までの間
県道77号（平塚松田） 平塚市境から神山交差点までの間
県道78号（御殿場大井） 矢倉沢交差点からインター交差点までの間
県道712号（松田停車場） 新延沢交差点から河南沢交差点までの間

県道720号（怒田開成小田原）
飯泉入口交差点から扇町五丁目交差点までの間
牛島交差点から新延沢交差点までの間

県道739号（真鶴半島公園） 真鶴駅前から真鶴港までの間

■緊急交通路線指定想定路（神奈川県警察）
路線 区間（県西部都市圏内）

東名高速道路 秦野市境から静岡県境までの間
国道１号
（西湘バイパス、箱根新道を含む）

二宮町境から静岡県境までの間

国道135号 早川口交差点から静岡県境までの間
国道138号 乙女峠から宮の下交差点までの間
国道246号 秦野市境から静岡県境までの間
国道255号 新籠場交差点から小田原市民会館前交差点までの間
国道271号小田原厚木道路 二宮ＩＣから風祭ＩＣまでの間
県道71号（秦野二宮） 秦野市境から二宮町境までの間
県道72号（松田国府津） 金田交番前から親木橋交差点までの間
県道73号（小田原停車場） 箱根口交差点から城山中学校入口交差点までの間
県道74号（小田原山北） 城山中学校入口交差点から宮地交差点までの間
県道75号（湯河原箱根仙石原） 千歳橋交差点から仙石原交差点までの間
県道77号（平塚松田） 平塚市境から神山交差点までの間
県道78号（御殿場大井） 矢倉沢交差点からインター交差点までの間

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

防災性の高い

道路環境整備
357㎞ 394㎞354㎞緊急交通路線・緊急輸送

道路等の整備延長
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■戦略目標２：広域拠点及び地域拠点の機能強化による交流・活力の促進 
 
 ⑥広域拠点の交流の促進 
戦略指標 中心市街地の自転車・歩行者交通量 

ねらい ○中心市街地（小田原駅周辺）における移動環境の向上や、歩いて暮らせるま

ちづくりの推進による自転車・歩行者、来訪者の増加をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○「小田原駅周辺主要商店街流動客調査」によると、現況の流動数（自転車・

歩行者数）が約 62 千台・人である。 

○中心市街地活性化区域内における戦略施策等を推進することにより、「小田原

市中心市街地活性化基本計画」に位置づけられた目標値と同様の増加傾向を

目標とし、短期で 71 千台・人、中期で 76 千台・人を目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.37 駅周辺自転車ネットワーク計画策定 

 ・No.41 小田原城周辺地区等歩行者ネットワーク計画策定 

 ・No.42 市道 2216（お城通り歩道整備事業） 

 ・No.44 市道 2189（銀座通り南街区）電線地中化事業 

・No.49 駐車場整備計画策定 

・No.51 自転車等の駐輪対策に関する総合計画策定 

・No.53 レンタサイクル・コミュニティサイクル事業 

・No.56 小田原地下街再生事業 

・No.57 小田原駅東口お城通り地区再開発事業 

・No.58 芸術文化創造センター整備事業 

【中期（１０年）】 

 ・No.43 市道 0004 

 ・No.52 商業地域における駐輪場整備 

計測方法 ○小田原駅周辺の中心市街地活性化区域内で実施されている「小田原駅周辺主

要商店街流動客調査」における全調査地点の歩行者・自転車流動量の合計値

を計測する。 

備考 ○本指標は「小田原市中心市街地活性化基本計画」に位置づけられた「基本方

針①訪れたくなる・歩きたくなるまちづくり」と整合を図っている。 

○目標水準値については、「小田原市中心市街地活性化基本計画」に基づく数値

目標を参考に、現況からの増加率に基づき、短期、中期の数値を設定。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○「小田原市中心市街地活性化基本計画」においては下図に示す地点で毎年調査している「小田

原駅周辺主要商店街流動客調査」の結果に基づき、将来の目標流動量を平成 29 年で 69 千台・

人と設定している。この目標値の現況からの伸び率をそのままスライドさせ、戦略の目標値と

して検討した。 

 
図 「小田原駅周辺主要商店街流動客調査」の調査地点 
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図 将来目標流動量 

■目標水準の設定 
 ○上記に示す「小田原市中心市街地活性化基本計画」における目標水準と整合を図り、戦略期

間における自転車・歩行者交通量の増加傾向の継続を目指すことから、下記の通り目標水準

として設定する。 

 

 
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

71,000台・人 76,000台・人62,000台・人
広域拠点の
交流の促進

中心市街地の
自転車・歩行者交通量
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 ⑦交通利便性の高い居住環境の確保 
戦略指標 中心市街地の居住人口 

ねらい ○中心市街地（小田原駅周辺）における交通利便性の高い居住環境の創出によ

る定住促進をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○中心市街地の人口は、平成 16 年まで減少の一途をたどっている。その後一

時的に増加に転じたものの、近年、再び減少傾向となっている。 

○中心市街地の活性化や都市の低炭素化を推進する観点から、中心市街地活性

化区域内における戦略施策等を推進していき、「小田原市低炭素都市づくり計

画（仮称）」に位置づけられた目標・方向性との整合を図り、短期で現況比 3％

増、中期で現況比 6％増を目指す。 

※「小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）」における目標値 

  ・2025 年（平成 37 年）：現況比 6％増 

  ・2050 年（平成 62 年）：現況比 20％増 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.37 駅周辺自転車ネットワーク計画策定 

 ・No.41 小田原城周辺地区等歩行者ネットワーク計画策定 

 ・No.42 市道 2216（お城通り歩道整備事業） 

・No.49 駐車場整備計画策定 

・No.51 自転車等の駐輪対策に関する総合計画策定 

・No.53 レンタサイクル・コミュニティサイクル事業 

・No.56 小田原地下街再生事業 

・No.57 小田原駅東口お城通り地区再開発事業 

・No.58 芸術文化創造センター整備事業 

【中期（１０年）】 

 ・No.43 市道 0004 

 ・No.44 市道 2189（銀座通り南街区）電線地中化事業 

 ・No.52 商業地域における駐輪場整備 

計測方法 ○小田原駅周辺の中心市街地活性化区域内における居住人口を計測する。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○「小田原市中心市街地活性化基本計画」においては下図に示す通り、南側は小田原駅・ＪＲ東

海道本線以南の地域から海岸線まで、北側は小田原駅西口北側（城山１丁目）の地域、東西は

浜町３丁目から南町４丁目までの地域の約 170ha としている。この区域における人口の推移

は近年減少傾向にあるが、「小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）」において各種施策の展開

により、居住人口を増加させる方針を定めている。 

 

図 「小田原市中心市街地活性化基本計画」で定められた中心市街地の区域 

 
図 市全体と中心市街地の居住人口の推移 
※小田原市統計月報（各年 10 月 1 日現在） 

■目標水準の設定 
 ○上記に示す「小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）」における目標水準と整合を図り、中

心市街地の定住促進、人口増加を目指すことから、下記の通り目標水準として設定する。 

 
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

注 ２） 小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）と整合 させた目標水準

約11,200人 約11,600人約10,800人交通利便性の高い
居住環境の確保

中心市街地の
居住人口注２）
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 ⑧公共交通の利便性の向上 
戦略指標 交通結節点発着鉄道・バス利用者数 

ねらい ○広域拠点である小田原駅における公共交通利便性向上による利用者の増加を

ねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○鉄道事業者の資料によると、平成 22 年の小田原駅の乗車人員は、年間約 34

万人であり、1 日あたりに換算すると約 9.4 万人となっている。 

○「小田原市地域公共交通総合連携計画」によると、平成 23 年度において乗

降調査を実施した結果、小田原駅を利用するバス利用者数は 5,517 人であ

り、公共交通の利用者総数は、約 10 万人/日となっている。 

○公共交通の利便性向上施策を推進することにより、「小田原市低炭素都市づく

り計画（仮称）」に位置づけられた目標・方向性との整合を図り、短期で現況

比 2％増、中期で現況比 3％増を目指す。 

 ※「小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）」における目標値 

  ・2025 年（平成 37 年）：現況比 3.2％増 

  ・2050 年（平成 62 年）：現況比 10％増 

寄与すると 
想定される 
代表的な 
戦略施策 

【短期（５年）】 

 ・No.33 バス待ち環境の改善（銀座通り周辺） 

 ・No.53 レンタサイクル・コミュニティサイクルの実施 

・No.59 公共交通と観光振興（旅行パックや周遊券等）の連携強化 

・No.63 地下街の案内カウンター設置による情報提供の改善 

 ・No.65 災害拠点病院にアクセスする新規バス路線の導入 

 ・No.66 公共交通の不便な地域への新たな交通サービスの導入 

・No.70 ノンステップバス・ユニバーサルデザインタクシーの導入推進 

・No.72 路線バスの走行環境の向上 

 ・No.74 バスマップの作成・配布 

 ・No.75 インターネット活用等による情報提供の充実 

 ・No.76 バスの乗り方教室（小学校等） 

【中期（１０年）】 

 ・No.28 駅前広場レイアウトの見直し（小田原駅） 

 ・No.40 鉄道駅舎のバリアフリー化の推進 

 ・No.62 総合的な案内・情報の充実 

・No.64 新規循環バス路線の導入 

 ・No.68 高齢者等の移動制約者のための新たな交通施策 

 ・No.71 公共交通の乗継運賃割引導入 

 ・No.73 サイクルアンドバスライドの推進 

 ・No.77 行政・企業・学校におけるモビリティマネジメントの導入 

 ・No.78 商業施設・公共施設と連携した特典サービスの導入 

計測方法 ○交通事業者の提供資料に基づき、広域拠点である小田原駅の乗車人員、バス

利用者数の合計により計測する。 

備考 ○地域拠点周辺でも施策が位置づけられているが、広域拠点である小田原駅は

都市圏内の多くの鉄道、バスが発着していることから、代表地点とする。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○鉄道事業者の資料によると、平成 22 年の小田原駅の乗車人員は、年間約 34 万人であり、1

日あたりに換算すると約 9.4 万人。 

 ○「小田原市地域公共交通総合連携計画」によると、平成 23 年度において乗降調査を実施した

結果、小田原駅を利用するバス利用者数は 5,517 人であり、公共交通の利用者総数は、約 10

万人/日となっている。 

○公共交通の利便性向上施策を推進することにより、「小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）」

に位置づけられた目標・方向性との整合を図り、短期で現況比 2％増、中期で現況比 3％増

を目指す。 
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10.5

  
図 小田原駅の鉄道・バス利用者数 

 
■目標水準の設定 
 ○上記に示す「小田原市低炭素都市づくり計画（仮称）」における目標水準と整合を図り、小

田原駅の鉄道・バス利用者数の増加を目指すことから、下記の通り目標水準として設定する。 

 

 

 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

約10.2万人/日 約10.3万人/日約10.0万人/日公共交通の
利便性の向上

交通結節点発着
鉄道・バス利用者数
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 ⑨安全・安心な移動空間の確保 
戦略指標 中心市街地の放置自転車撤去台数 

ねらい ○中心市街地における移動の円滑性向上や安全・安心な歩行環境の創出による

歩いて暮らせるまちづくりの推進をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○小田原駅周辺（東口・西口の合計）における放置自転車の撤去台数はここ最

近では減少傾向となっており、最も少ないときで平成 24 年度に８７９台、

平成 25 年度は 925 台となっている。 

○ここ５年間の減少傾向を踏まえると、短期（平成 3１年）では約 560 台、

中期（平成 3６年）では約 420 台と予測される。 

○今後も計画的な駐輪場の整備やレンタサイクル・コミュニティサイクルの利

用促進等を進めながら放置自転車台数を減少させ、安全・安心な歩行環境を

創出していくことを目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な戦略
施策 

【短期（５年）】 

 ・No.37 駅周辺自転車ネットワーク計画策定 

・No.38 自転車走行空間の整備 

・No.51 自転車等の駐輪対策に関する総合計画策定 

 ・No.53 レンタサイクル・コミュニティサイクル事業 

【中期（１０年）】 

 ・No.52 商業地域における駐輪場整備 

計測方法 ○小田原駅（東口、西口の合計）における放置自転車撤去台数により計測する。

備考 ○本指標の数値が向上することにより、拠点内における歩行者の回遊において

阻害要因となる違法駐輪車両が少なくなっていることを評価でき、拠点内の

回遊性向上を示し、拠点の交流促進に寄与すると想定。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○小田原駅（東口・西口）周辺の自転車等放置禁止区域における放置自転車撤去台数は、平成

24 年度が最も少なく879 台となっており、過去からの傾向としては減少傾向となっている。 

 ○駐輪場の整備等により、放置自転車台数が減少することで、撤去台数も減少することが期待さ

れる。 

 
図 小田原駅東口・西口周辺における自転車等放置禁止区域 
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図 小田原駅東口・西口周辺における撤去台数の推移 
※平成２１年度～２３年度と２４年度、２５年度では撤去方法（撤去のために使用する車両数）
が異なり、一概に比較できないため、使用車両１台あたりの撤去数として算定した。 

 

■目標水準の設定 
 ○上記に示す放置自転車の撤去台数の減少傾向を踏まえ、戦略施策の展開により引き続き減少

傾向を維持することを目指すことから、下記の通り目標水準として設定する。 

 
 
 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

約560台 約420台925台安全・安心な
移動空間の確保

中心市街地の
放置自転車撤去台数
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■戦略目標３：観光拠点内の移動環境の向上による交流・活力の促進 
 
 ⑩主要観光拠点へのアクセス時間の短縮 
戦略指標 箱根湯本駅までの 30 分圏カバー面積率 

ねらい ○都市圏内の主要観光拠点である箱根への自動車によるアクセス性を高めるこ

とをねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○小田原市内の道路混雑に伴い、小田原市の北部（穴部・中曽根・栢山方面）

からでは、30 分以上かかる圏域が広がっており、都市圏内での円滑性向上

や都市圏外からの来訪を促進するためにも、足柄上郡方面（特に、大井松田

IC 方面）へのアクセス時間短縮が課題となる。 

○戦略施策における道路事業により、都市圏内の主要な観光拠点である箱根湯

本駅周辺へ概ね 30 分程度でアクセス可能となる圏域の拡大を目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な戦略
施策 

【短期（５年）】 

 ・No.１（都）小田原大井線（４車線化） 

  ※その他、小田原箱根道路（戦略施策外）による効果もある 

【中期（１０年）】 

・No.４（都）小田原中井線 

 ・No.６新東名高速道路  →国道１号、国道 246 号の混雑緩和に寄与 

計測方法 ○東京都市圏パーソントリップ調査（１０年ごと）や道路交通センサス（５年

ごと）で公表されるＯＤ交通量を用いて、自動車の配分交通量を推計し、そ

の結果から得られるネットワーク上の各区間平均速度に基づき所要時間を算

定し、広域拠点及び地域拠点からの 15 分圏カバー面積を計測する。 

備考 ○本指標の水準向上に向けては、道路整備に限らず、ボトルネック（交差点等）

の解消を含めた対応が必要となる。 

○なお、本指標では道路所要時間の評価であるため、直接的には「自動車交通」

に関する評価となるが、30 分圏カバー面積率については、道路を利用する

公共交通（バス交通）に対しても、間接的な効果が見込まれる。 

○また、東京都市圏パーソントリップ調査や道路交通センサスにおいては、平

日の地域間交通量のみが公表されるため、休日の分析については精度確保さ

れていないなど課題がみられることから、平日のみの分析とする。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○戦略施策として位置づけた道路事業を追加し、交通シミュレーションを実施した結果、観光拠

点（箱根湯本駅）から 30 分圏は次の通りと試算される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況
(H25)

短期
(H32)

中期
(H37)

面積（km2） 102.2 117.1 154.3

現況を
1とする比

1.00 1.15 1.51

都市圏全体
(635km2)
に対する比

16.1% 18.4% 24.3%

主要観光拠点
（30分圏）

 
■目標水準の設定 
 ○上記に示す交通シミュレーションによる施策効果の検討結果に基づき、本指標については実

現可能性が高いと考えられることから、下記の通り目標水準として設定する。 

 
 

＜圏域拡大に寄与する代表的な戦略施策＞ 
○短期（５年） 
 ・小田原大井線（４車線化） →大井町方面への圏域拡大 

 ・小田原箱根道路（山崎 IC） 

  →上記路線を経由することで国道１号等の交通量が減少 

○中期（10 年） 
 ・新東名高速道路 

 →国道１号の混雑緩和による小田原市街地経由通過時間

の短縮 

 ・小田原中井線       →中井町方面への圏域拡大 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

18％ 25％16％主要観光拠点への
アクセス時間の短縮

箱根湯本駅までの
30分圏カバー面積率
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 ⑪観光拠点での公共交通利便性の向上 
戦略指標 箱根町・湯河原町での観光目的公共交通利用率 

ねらい ○観光拠点である箱根町・湯河原町における公共交通利用促進に向け、公共交

通の利便性向上をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○平成 22 年度に実施した「観光客実態調査（箱根町）」によると、観光客の利

用交通機関のうち、鉄道やバス（路線バス、定期観光バス、貸切バス）など

の公共交通機関を利用した人が 28.5％となっている。なお、公共交通機関

を利用した人の比率は平成 15 年度からの傾向を見ると減少しつつある。 

○戦略施策の推進により公共交通機関利用者比率を再び増加に転じ、公共交通

利用者数を増加させることを目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な戦略
施策 

【短期（５年）】 

 ・No.59 公共交通と観光振興（旅行パックや周遊券等）の連携強化 

【中期（１０年）】 

・No.60 パークアンドライド導入 

計測方法 ○箱根町や湯河原町に来訪する観光客を対象とした「観光客実態調査」により

観光客の来訪における利用交通手段を調査して、計測する。 

備考 
 

○都市圏内の観光地の交流促進、利用しやすい公共交通体系の実現に向けて、

公共交通利用を促進していくことが課題である。 
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■戦略目標水準の検討 
 ○「観光客実態調査（箱根町）」によると、観光客の利用交通機関のうち、鉄道やバス（路線バ

ス、定期観光バス、貸切バス）などの公共交通機関利用者の比率が、平成 15 年をピークに概

ね減少傾向となっている。 

 ○近年では、平成 19 年に公共交通機関利用者の比率が 24％と最も少なくなったが、その後増

加に転じ、平成 21 年には 35％に達した。しかし、平成 22 年では 29％と再び減少してい

る。 

 ○各種施策を推進することにより、短期には公共交通機関利用者数の比率を再び増加させ、中期

では増加傾向を維持させていくことが重要と考える。 
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図 箱根町観光客の利用交通機関の推移 

注）各年観光客実態調査報告書（箱根町） 

 
■目標水準の設定 
 ○上記に示す公共交通機関の利用率の現状を踏まえ、公共交通機関の利用率が高かった平成

21 年度の水準を目指すことから、下記の通り目標水準として設定する。 

 
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

30％ 35％28％ 注３）観光拠点での公共
交通利便性の向上

箱根町・湯河原町での
観光目的公共交通利用率

注 ３） 現況値は箱根町のみの数値（H22観光客実態調査報告書（箱根町））
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 ⑫観光拠点での回遊性の向上 
戦略指標 小田原市・箱根町でのレンタサイクル等の利用台数 

ねらい ○観光拠点内における回遊性の向上を図るため、レンタサイクルやコミュニテ

ィサイクル、パークアンドサイクルの利用促進をねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○箱根町の芦ノ湖岸で実施している「パークアンドサイクル」の利用台数は、

社会実験当時の平成 19 年度から徐々に増加し、平成 21 年度からは本格実

施、そして平成 22 年度には実施期間を春にも拡大して約 5,000 台の利用

があった。 

○戦略施策の推進によりレンタサイクル等の利用促進を目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な戦略
施策 

【短期（５年）】 

 ・No.36 酒匂川サイクリングロード整備事業 

 ・No.38 自転車走行空間の整備 

 ・No.42 市道 2216（お城通り歩道整備事業） 

 ・No.53 レンタサイクル・コミュニティサイクル事業 

 ・No.55 自転車等駐輪場整備事業 

 ・No.61 パークアンドサイクルの実施（芦ノ湖周辺～仙石原） 

 ・No.63 地下街の案内カウンター設置による情報提供の改善 

【中期（１０年）】 

 ・No.43 市道 0004 

計測方法 ○小田原市の「レンタサイクル・コミュニティサイクル事業」及び箱根町の「パ

ークアンドサイクル事業」の利用台数合計値に基づき計測する。 

 

備考 ○観光拠点内での回遊性の向上していくためには、自動車による移動に限らず

自転車等の利用を促進していくことが課題である。 

 

 



 

 －30－

■戦略目標水準の検討 
 ○箱根町の芦ノ湖岸で実施している「パークアンドサイクル」の利用台数は、社会実験当時の平

成 19 年度から徐々に増加し、平成 21 年度からは本格実施、そして平成 22 年度には実施期

間を春にも拡大して約 5,000 台の利用があった。 

 ○平成 23 年度は利用台数が若干減ったものの、引き続き施策を展開することにより、少なくと

も最も利用の多かった平成 22 年度の利用台数を上回る水準へ向けて進めていくことが重要

と考える。 
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図 芦ノ湖におけるパークアンドサイクル利用台数 

注）神奈川県資料に基づき作成。 

 
■目標水準の設定 
 ○上記に示すパーク＆サイクル利用台数の現状を踏まえ、利用台数の多かった平成 22 年度の

水準以上を目指すことから、下記の通り目標水準として設定する。 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況

観光拠点での

回遊性向上

小田原市・箱根町での

ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等の利用台数
5,000台 6,000台4,180台 注４）

注 ４） 現況値は芦ノ湖岸でのパークアンドサイクル利用台数（H23.4～11月）  
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■戦略目標４：選択性の高い環境に優しい交通体系の実現 
 
 ⑬環境に優しい交通環境の実現 
戦略指標 二酸化炭素排出量 

ねらい ○渋滞の緩和や自動車利用の抑制、交通手段の転換などにより、地球温暖化へ

の対応や都市の低炭素化を推進することをねらいとした。 

現況及び目標
サービス水準 

○都市圏を発着または通過する交通による CO2 排出量は、現況で約 1,700 

t-CO2 となっている。国の目標等と整合し、都市の低炭素化を推進する観点

から排出量の削減に向けた取り組みが必要である。 

○自動車分担率を将来にわたり維持させ、また、今後の低公害車両の普及や燃

費改善効果等を見込むことにより、中期（平成３６年）において現況比 25％

の削減を目指す。 

寄与すると 
想定される 
代表的な戦略
施策 

【短期（５年）】・【中期（１０年）】 

 （渋滞緩和、速度向上効果） 

 ・No.１～21 の道路整備事業 

（公共交通の維持確保） 

・No.23～27 の公共交通による交通軸形成事業 

（公共交通の利用促進） 

 ・No.28～35 の交通結節点の機能強化事業 

 ・No.39～48 のバリアフリー推進事業 

 ・No.59～63 の公共交通利活用促進、案内充実事業 

 ・No.64～72 の公共交通サービスの改善・向上事業 

（自転車等への利用転換促進） 

 ・No.36～38 の自転車ネットワーク形成事業 

  ・No.49～55 の駐車場・駐輪場事業 

（中心市街地への機能集約） 

・No.56～58 の中心市街地等への都市機能集約事業 

（TDM・モビリティマネジメントによる他手段への転換促進） 

・No.73～78 のモビリティマネジメントの導入推進事業 

（環境に優しい自動車の普及促進による排出量の低減） 

・No.79 主要施設・観光地等の電気自動車用充電施設の整備促進 

・No.80 超小型モビリティの導入 

計測方法 ○東京都市圏パーソントリップ調査や道路交通センサスで公表されるＯＤ交通

量を用いて、自動車の配分交通量を推計し、推計結果から得られる各区間の

車種別（乗用車・小型貨物・普通貨物）交通量と速度に基づき、速度別二酸

化炭素排出原単位（国総研における検討結果等）を用いて排出量を計測。 

○なお、評価対象の道路網としては、都市圏内の一般道を対象とする。 

備考 ○二酸化炭素排出量の削減に向けては、様々な戦略施策が関連することから、

施策実施による効果を測定し、今後の施策展開方針や必要に応じた見直しを

実施するための検討が可能となるよう、評価段階において、主に次の指標を

追加で評価し、進捗状況について確認する。 

 ・自動車分担率  ：公共交通の利便性向上や自転車、歩行者への利用転換

促進を図る中で、過度に自動車に依存しない状況であ

るかを確認 

 ・鉄道・バス利用率：公共交通利便性向上による利用状況を確認 

 ・ＥＶの普及率  ：充電施設整備等の施策実施による普及状況を確認 
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■戦略目標水準の検討 
 ○自動車交通に起因する二酸化炭素排出量については、次の４つの考え方に基づき算定した。 

  ①現況道路網（すう勢、道路整備無し、単体規制等考慮無し） 

   →施策を何も展開しなかった場合の排出量を算定（自動車分担率は現況 52％から短期で

54％、中期で 55％まで増加見込み） 

  ②現況道路網（分担率維持、道路整備無し、単体規制等考慮無し） 

   →過度に自動車に依存しない交通環境づくりを目指す観点から、自動車分担率を現況から   

維持させた場合の排出量を算定（【分担率の考え方については、[参考１]参照】） 

  ③道路整備による効果（分担率維持、道路整備あり、単体規制等考慮無し） 

   →②と同様に自動車分担率を現況から維持させながら、さらに戦略施策で位置づけた道路

整備施策を実施した場合の排出量を算定 

  ④将来的な低公害車普及等による効果（分担率維持、道路整備あり、単体規制等考慮あり） 

   →低公害車普及に向けたインフラ整備等の施策を展開し、低公害車の普及による燃費改善

を考慮した場合の排出量を算定。 

 ○以上の検討結果に基づき試算すると、都市圏内での二酸化炭素排出量の削減状況は次の通り

となった。 

表 都市圏における二酸化炭素排出量の現況からの削減率 

 短期（H31） 中期（H36） 
① すう勢（道路整備無し・単体規制考慮無し） - 2.1% - 8.6% 
② 分担率維持（道路整備無し・単体規制考慮無し） - 5.4% -13.1% 
③ 分担率維持（道路整備あり・単体規制考慮無し） - 7.4% -15.4% 
④ 分担率維持（道路整備あり・単体規制考慮あり） -14.9% -27.1% 
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図 都市圏における二酸化炭素排出量の推計結果 

■目標水準の設定 
 ○上記に示す交通シミュレーションによる施策効果の検討結果に基づき、本指標については実

現可能性が高いと考えられる水準を下記の通り戦略目標水準として設定する。 

 
 

 

■二酸化炭素排出量の推計方法 

視点 戦略指標
戦略目標水準

短期(～H31) 中期(～H36)現況
視点 戦略指標

戦略目標水準
短期(～H31) 中期(～H36)現況

現況比15％減 現況比25％減
1,698

t-CO2/日
環境に優しい

交通環境の実現
二酸化炭素排出量注5）

注 ５） 二酸化炭素排出量は自動車による一般道走行の排出量（単体対策効果含む）
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 ○前述に示す４つのケースそれぞれについて、交通シミュレーションに基づき交通量、速度等

を推計し、「速度ランクに基づく排出係数（国土技術政策総合研究所）」により自動車交通に

起因する二酸化炭素排出量を算定した。 

○なお、算定対象は、県西部都市圏全体としたが、東名高速道路、新東名高速道路は対象外と

した。（【参考２参照】） 

 ○自動車分担率を維持させたケース（②・③・④）については、①のすう勢における各期の分

担率に基づく自動車トリップ数から目標値である５２％の時の自動車トリップ数との差分を

算定し、平均走行距離、平均速度を用いて交通量の差分に当たる平均的な排出量を控除した。 

 ○道路整備を見込むケース（③・④）については、各市町、県から提案のあった、短期、中期

における道路整備方針（提案された道路施策のうち「整備する」とされた路線・区間）を現

況ネットワークに追加した。 

 ○将来的な低公害車普及等による効果を見込むケース（④）については、低公害車の普及や燃

費改善等のエネルギー効率改善による想定（エネルギー効率改善比率）を「2050 低炭素社

会のシナリオ」で示された値を参考に設定した。（【参考３参照】） 

 

 

■将来における計測方法 

 ○東京都市圏パーソントリップ調査や道路交通センサスで公表されるＯＤ交通量を用いて、自

動車の配分交通量を推計する。 

○推計結果から得られる各区間の車種別（乗用車・小型貨物・普通貨物）交通量と速度に基づ

き、速度別二酸化炭素排出原単位（国総研における検討結果等）を用いて排出量を計測する。 

 

 ＜道路整備状況の反映＞ 

・配分交通量推計の対象となる道路ネットワークは、評価時点で整備されたネットワーク

を作成の上、推計することにより、道路整備状況を反映する。 

 ＜自動車利用状況（分担率維持状況）の反映＞ 

・計測時点での OD 交通量を用いることにより、自動車分担率の状況を反映する。 

 ＜単体規制等燃費改善効果の反映＞ 

・本検討において使用した「速度別二酸化炭素排出原単位（国総研における検討結果等）」

については、自動車燃費の改善等を踏まえ、今後原単位設定を見直すことが考えられる。

そこで、最新の原単位を用いて推計することにより、燃費改善効果を反映する。 
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【参考１】自動車分担率の将来見通し等 

  ○すう勢（現状のまま新たな施策を展開しなかった場合） 
  ・新たな交通施策を導入せず、このまま進んだ場合には、自動車分担率が短期（５年）で５

４％、中期（１０年）で５５％に上昇する。 

   ※パーソントリップ調査データに基づき、評価年次の人口を用いて推計した結果。 
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  ○自動車分担率の維持について 
  ・「過度な自動車依存の解消」と掲げている観点から、自動車分担率の増加抑制が必要とな

る。そのため、少なくとも「横ばい」に維持することが必要となる。 

  ・「小田原市地域公共交通連携計画」では、公共交通の分担率を３％あげることを目標とし

て掲げている。この方向性に準拠し、自動車からの転換でまかなうと仮定すると、短期、

中期でそれぞれ自動車利用の約 2.5 万トリップエンドの削減が見込まれる。 

  ・その他の市町では目標値の設定等は見られないが、同様の方針を県西部地域全体で取り

組むことによって、自動車分担率を下げることが考えられる。 

 
  ○目標設定に向けて必要となる自動車トリップの削減量 

  ・短期（５年）：５２％ 

  →すう勢と比較すると約 3.4 万トリ

ップエンドの削減が必要 

  ・中期（10 年）：５２％ 

  →すう勢と比較すると約 4.8 万トリ

ップエンドの削減が必要 
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【参考２】前提条件における「東名高速道路」、「新東名高速道路」の除外理由  

  ・両路線は県西部地域における通過交通を主に担う路線であり、県西部地域を発着する

交通の占める割合は相対的に低くなっている。 

  ・平成 20 年パーソントリップ調査では、県西部地域発着の自動車交通（約 82.6 万ト

リップエンド）のうち、東名高速道路利用が 0.7％（約 5 千トリップエンド）にとど

まっていることから、交通量のほとんどが東名高速道路を利用していない。 

  ・また、将来 OD 交通量に基づき、各路線の交通量推計を行った結果、県西部地域発着

交通量の占める割合が下記の通りとなっており、交通量の占める割合は非常に低い。

   ・東名（秦野中井～大井松田間）：約 20％ 

   ・東名（大井松田～御殿場間） ：約 0.01％ 

   ・新東名（秦野～山北 SIC 間） ：約 4％ 

  ・戦略施策においては、県西部地域発着交通を対象とした施策が中心となっており、施

策対象と目標との対応を明確にする観点から、目標値算定に当たっての前提から上記

２路線を除外することとした。 
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【参考３】「2050 低炭素社会シナリオ」に基づくエネルギー効率改善比率の設定について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「2050低炭素社会シナリオ」 
    …環境省 地球環境研究総合推進費 戦略研究開発プロジェクト 

     日英共同研究「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化 2050プロジェクト」 

     国立環境研究所・京都大学・立命館大学・東京工業大学・みずほ情報総研（2007. 2） 

     ～日本を対象に、2050年に想定されるサービス需要を満足しながら、主要な温室効果ガスである CO2

を 1990年に比べて 70％削減する技術的なポテンシャルが存在することを明らかにした研究。 

 

  ・「2050 低炭素社会のシナリオ」では、エネルギー効率による改善分は、28÷56＝0.5（2000

年比）とされている。 

  ・現況（平成 25 年＝2013 年と設定）比で試算すると、戦略目標年次である短期（５年：平成

32 年＝2020 年）で８％の削減、中期（10 年：平成 37 年＝2025 年）で 14%の削減と試

算される。 

表 エネルギー効率改善分（「2050 低炭素社会のシナリオ」を元に算出） 

 2000 年 2013 年 短期 

2020 年 

中期 

2025 年 

2050 年 

2000 年比 100 92 80 75 50 

2013 年比 － 100 92 86 57 

削減率（2013 年比） － 0% 8% 14% 43％ 
 

 
 

図 運輸旅客部門におけるエネルギー需要削減 
（出典：2050 低炭素社会のシナリオ） 
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【参考４】二酸化炭素排出量目標値設定の妥当性 

 ・「2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス 70％削減可能性検討 改訂版」において、

2050 年までに二酸化炭素排出量を削減するためのシナリオについて整理（下図）。この中で、

都市施策関連での削減については、「民政：エネルギー効率改善」、「民政：炭素強度改善」、「運

輸：サービス需要削減」が想定される。 

・一方、2020 年までに 1990 年比２５％の削減目標がある中で、今回推計した削減効果の妥当

性について検証すると、２５％の削減のうち、都市施策の削減効果が占める割合は全体で７．

３％、うち、運輸部門では 0.76％（＝7.3％×（７／６７））の削減が必要となる。 

 ・また、小田原市においては、基準年となる 1990 年に対して現況（2014 年）は二酸化炭素排

出量が減少している。 

・今回推計した目標値（短期（≒2020 年）-1.9％）を考えると、基準年よりも削減しているベ

ースから、さらに必要となる削減率を上回る水準で目標を設定しているので、国の方向性にも

合致した方針であると考える。 
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【参考５】環境対応車普及による CO2 削減予測 

・ 環境省の環境対応車普及方策検討会で検討された環境対応車普及によるCO2削減予測によると、

燃費改善と次世代車普及による CO2 削減効果は 1990 年比でほぼ半減という結果になっている。 

・ 「2050低炭素社会のシナリオ」を根拠に、エネルギー効率の改善分を2000年比で半減としたが、

環境対応車普及による CO2 削減予測結果からも、ほぼ同程度の削減効果があるとの結果が示さ

れている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 次世代自動車普及等による CO2 削減見込 

出典：環境対応車普及戦略（平成 22 年 3 月）、環境対応車普及方策検討会 

 

 

表 次世代自動車の普及目標 
出典：環境対応車普及戦略（平成 22 年 3 月）、環境対応車普及方策検討会 
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【参考６】次世代自動車の普及の見通し 

 

・ 経済産業省が設置した次世代自動車戦略研究会の報告書では、次世代自動車の普及加速のため、

政府が目指すべき車種別普及目標（新車販売台数に占める割合）を以下の通り設定されている。 
・ 一方で、民間努力ベースの普及見通しは以下のように示されており、政府による積極的なイン

センティブ施策（開発・購入補助、税制、インフラ整備等）が求められるとされている。 
・ 2020年における新車販売台数に占める次世代自動車シェアは 20～50％で、環境省における環境
対応車普及戦略では次世代自動車シェア（販売）は 51％と設定されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2020～2030 年の乗用車車種別普及目標（新車販売台数に占める割合） 

【政府目標】 

出典：次世代自動車戦略 2010、次世代自動車戦略研究会 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

表 2020～2030 年の乗用車車種別普及目標（新車販売台数に占める割合） 

【民間努力ケース】 

出典：次世代自動車戦略 2010、次世代自動車戦略研究会 
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